
2 2 年 国 調人

口
1 7 年 国 調
増 減 率

住民基本台帳人口

27. 1. 1

26. 1. 1

増 減 率

63,223 人
人
％

63,555
-0.5 63,347 人 人

63,687

-0.5 ％

２２年国調区 分

2,120
7.4

第１次

第２次
8,501
29.6

産 業 構 造

１７年国調

7.6
2,296

9,175
30.2

第３次
18,111

63.0
18,726
61.7

配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

5,767,382

8,509 0.0

面 　 積
人 口 密 度

k㎡
人

336.93
188

8,509 0.1
29,467 0.1

都 道 府 県 名

45

宮 崎 県

団 体 名

2068

日向市

市 町 村 類 型 Ⅱ－１

地方交付税種地 1 - 3

歳 入 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 経常一般財源等 構 成 比

地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自 動 車 取 得 税 交 付 金
軽 油 引 取 税 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税

普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金
分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

7,074,885 22.4 7,074,885 47.5
236,671 0.7 236,671 1.6

29,467 0.2
17,044 0.1

719,417 2.3 719,417 4.8
12,469 0.0 12,469 0.1

- - - -
15,643 0.0 15,643 0.1

- - - -
28,665 0.1 28,665 0.2

7,477,840 23.7 6,697,590 45.0
6,697,590 21.2 6,697,590 45.0
780,249 2.5 - -

15,620,610 49.4 14,840,360 99.7
14,606 0.0 14,606 0.1

642,998 2.0 - -
375,176 1.2 15,693 0.1
54,010 0.2 - -

4,828,478 15.3 - -
- - - -

4,229,165 13.4 - -
286,424 0.9 15,042 0.1
249,148 0.8 - -
381,661 1.2 - -
401,970 1.3 - -
859,281 2.7 93 0.0

3,646,293 11.5 - -

31,589,820 100.0 14,885,794 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法 定 外 普 通 税

旧 法 に よ る 税

7,074,885

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水 利 地 益 税 等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

7,074,885 100.0 567,247

100.0 567,247
2,831,198 40.0 101,329

82,836 1.2 -
2,137,780 30.2 -

465,918

222,666 3.1

465,918

37,812
387,916

-

5.5 63,517

-

3,570,113 50.5

-

3,539,825 50.0

-

159,894 2.3
513,680 7.3

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

- -

- -

- - -
- - -
- - -

567,247

指 定 団 体 等

人

63,148

低 開 発

旧 産 炭

山 振

17,044

過 疎
給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

×

現 在 高

財政健全化等

指数表選定

財 源 超 過

う ち 日 本 人

63,497

×

×

○

0.1

○

-0.5

×

×

×

％

-

人

○

×

区 分 平成 2 6年度 (千円 ) 平成 2 5年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

31,589,820 30,636,128
30,995,532 29,834,158

594,288 801,970
124,710 32,946
469,578 769,024
-299,446 -44,812

1,172 1,148
- -

100,000 -
-398,274 -43,664

平成２６年度

一
般
職
員
等

区 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員

うち技能労務員
教 育 公 務 員

う ち 消 防 職 員

臨 時 職 員
合 計

502 1,678,186 3,343

74 287,638 3,887
9 28,692 3,188

80 254,960 3,187

- - -
511 1,706,878 3,340

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

×

×

×

×

×

×

×

し 尿 処 理 ×

ご み 処 理 ○

火 葬 場 ○

×常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 8.12.01 8,650

副市区町村長 1 8.12.01 6,920

区 分

(

ラ ス パ イ レ ス 指 数 100.2

教 育 長 1 8.12.01 6,180

議 会 議 長 1 8.12.01 4,330

議 会 副 議 長 1 8.12.01 3,790

議 会 議 員 20 8.12.01 3,580

性 質 別 歳 出 の 状 況
区 分 決 算 額 構成比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 4,738,278 15.3 4,270,567 4,217,289 26.5
う ち 職 員 給 3,095,740 10.0 2,881,298 - -

扶 助 費 7,043,931 22.7 2,020,467 1,954,319 12.3
公 債 費 3,836,158 12.4 3,385,937 3,385,937 21.2

元利償還金
11.0 2,994,178 2,994,178 18.8

421,783
一 時 借 入 金 利 子 - - - - -

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

15,618,367 50.4 9,676,971 9,557,545 60.0
2,945,745 9.5 2,337,602 1,838,752 11.5

維 持 補 修 費 121,337 0.4 94,469 83,601 0.5
補 助 費 等 2,291,378 7.4 1,988,521 1,192,236 7.5

うち一部事務組合負担金 290,685 0.9 290,685 184,858 1.2
繰 出 金 2,218,865 7.2 1,794,778 1,639,823 10.3
積 立 金 314,064 1.0 45,457 - -
投資・出資金・貸付金 485,474 1.6 11,474 - -
前 年 度 繰 上 充 用 金 - - -

7,000,302 22.6投 資 的 経 費 1,204,476
131,054 0.4う ち 人 件 費 130,853

6,861,035 22.1普 通 建 設 事 業 費 1,167,932

内

訳

15.0

震災復興特別交付税

1,875,879 6.1 862,381
災 害 復 旧 事 業 費

4,655,411 257,006

139,267 0.4 36,544
-失 業 対 策 事 業 費 - -

歳 出 合 計

内
　
　
訳

30,995,532 100.0 17,153,748

内

訳

経常経費充当一般財源等計

89.8

千 円

経  常  収  支  比  率

17,748,036

％ ％)

19.1

(減収補塡債(特例分)
 及び臨時財政対策債除く)

平成25年度(千円)

19.3

12,088,805

うち減収補塡債(特例分)

議 会 費

区  分 決 算 額(Ａ)

236,495

構成比

0.8

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

236,488
総 務 費 2,701,259 8.7 66,144 2,019,685
民 生 費 10,369,413 33.5 126,866 4,501,883

1,727,528衛 生 費 5.6 41,801 1,540,183
労 働 費 31,792 0.1 - 560
農 林 水 産 業 費 2,806,418 9.1 2,134,800 529,624
商 工 費 1,178,172 3.8 264,597 706,383
土 木 費 3,704,375 12.0 2,534,306 1,489,395
消 防 費 935,682 3.0 49,238 737,835
教 育 費 3,184,733 10.3 1,499,043 1,824,991
災 害 復 旧 費 139,267 0.4 - 36,544
公 債 費 3,836,158 12.4 - 3,385,937
諸 支 出 費 144,240 0.5 144,240 144,240
前年度繰上充用金 - - - -

7,463,946

市 町 村 民 税

- -

-

歳 出 合 計 30,995,532 100.0 6,861,035 17,153,748

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合 計

下 水 道

病 院

簡 易 水 道

上 水 道

国民健康保険

そ の 他

2,978,858

732,000

93,150

30,000

16,843

546,073

1,560,792

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 288,078

再 差 引 収 支 156,224

加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 10,278

被 保 険 者 数 ( 人 ) 16,985

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 87

国 庫 支 出 金 126

保 険 給 付 費 299

区 分 平成26年度(千円)

15,590,341

基 準 財 政 収 入 額 5,910,201
基 準 財 政 需 要 額 12,008,752
標 準 税 収 入 額 等 7,598,580
標 準 財 政 規 模 15,350,573
財 政 力 指 数 0.48
実 質 収 支 比 率 3.1

内

訳

内

訳

公債費負担比率

-実質赤字比率 -

将来負担比率

-

積 立 金 財  調 3,237,871
減  債 411,129
特 定 目 的 6,233,922

地 方 債 現 在 高 34,517,481

1 0.0
(

支
出
予
定
額)

物 件 等 購 入 -
保 証 ・ 補 償 -
そ  の  他 976,784
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 924,762
徴
収
率

現
年

計
98.8 94.9
99.0 95.6
98.6 93.6

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

う ち 補 助
う ち 単 独

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[

・]{

0.48

債
務
負
担
行
為
額

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

- - - -
1,054,403 3.3 - -

法 定 目 的 税

-

-

-法 定 外 目 的 税

7,074,885

- -

100.0

4.9

-

12.7

89.1 90.4

2,936,699
410,939

6,202,881

34,285,563

-

の 指 定 状 況

13.5実質公債費比率(％)

379,080
-

515,033
-

-
924,656

98.5 94.1
98.6 94.6
98.2 93.0

連結実質赤字比率(％)

○

×

健
全
化
判
断
比
率

-

元 金

14,311,957

96.1

旧 新 産

旧 工 特

利 子｛ 3,414,375
1.4 391,759 391,759 2.5


